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２（１）①　柔軟な組織運営

2．効率的なプロジェクト研究の推進
　表 -2.1.1 に示すように、プロジェクト研究の実施にあたり明確な成果を挙げるために、様々な専門的知識
を持つ研究者が、研究グループの枠を超えて参画し、課題解決に取り組む組織運営を行った。

◎プロジェクトリーダー担当グループ
○参加グループ

研
究
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1 気候変化等により激甚化する水災害を
防止、軽減するための技術開発 4 ◎ ○ ○ ○

2 大規模土砂災害等に対する減災、早期
復旧技術の開発 5 ○ ○ ◎ ○ ○

3 耐震性能を基盤として多様な構造物の
機能を確保するための研究 6 ○ ○ ○ ◎ ○ ○

4 雪氷災害の減災技術に関する研究 2 ○ ◎

5 防災・災害情報の効率的活用技術に関
する研究 2 ○ ◎

6
再生可能エネルギーや廃棄物系バイオ
マス由来肥料の利活用技術・地域への
導入技術の研究

3 ○ ○ ◎

7 リサイクル資材等による低炭素・低環
境負荷型の建設材料・建設技術の開発 5 ◎ ○ ○ ○ ○

8 河川生態系の保全・再生のための効果
的な河道設計・河道管理技術の開発 3 ◎ ○ ○

9 河川の土砂動態特性の把握と河川環境
への影響及び保全技術に関する研究 3 ○ ◎ ○

10 流域スケールで見た物質の動態把握と水質管理技術 3 ○ ◎ ○

11 地域環境に対応した生態系の保全技術に関する研究 2 ◎ ○

12
環境変化に適合する食料生産基盤への
機能強化と持続性のあるシステムの構
築

3 ○ ◎ ○

13
社会資本ストックをより永く使うため
の維持 ･管理技術の開発と体系化に関
する研究

8 ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○

14 寒冷な自然環境下における構造物の機能維持のための技術開発 5 ◎ ○ ○ ○ ○

15 社会資本の機能を増進し、耐久性を向上させる技術の開発 7 ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○

16 寒冷地域における冬期道路のパフォーマンス向上技術に関する研究 3 ○ ◎ ○

表－2.1.1　プロジェクト研究に取り組む研究グループ
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２（１）②　研究支援体制の強化

期日 場所 会議内容等

第1回
平成25年6月11日

つくば

・知的財産委員会の内容等
・知財に関する手引きの作成
・知財管理システムの整備・運用
・ショーケース等の普及活動
・社会的効果の把握
・成果普及のための新たな方策の検討

第2回
平成25年10月 18日

札　幌

・知財に関する手引きの作成
・知財管理システムの整備・運用
・知財活用のための新たな制度の検討
・知財講演会の予定
・ショーケース等の普及活動
・各地整等との意見交換会の進め方
・社会的効果の把握
・成果普及のための新たな方策の検討

第3回
平成26年2月26日

つくば

・知財に関する手引きの作成
・知財管理システムの整備・運用
・知財活用のための新たな制度の検討
・ショーケース等の普及活動
・社会的効果の把握
・成果普及のための新たな方策の検討

表 -2.1.2　技術推進本部と寒地技術推進室との連携・調整会議

　知的財産については、より適切な維持管理や活用促進のための環境整備として、知的財産管理システムの
再整備や所内の研究者等にとってわかりやすい手引きの作成等の業務を連携して進めた。成果普及では、土
研新技術ショーケースや他機関主催の各種技術展示会等において普及活動を連携して実施するとともに（写
真 -2.1.1 ～写真 -2.1.2）、地方整備局等に合同で出向き各地で研究所の開発技術や研究開発等に関する意見交
換会を開催する等、効果的な活動を積極的に展開した（写真 -2.1.3 ～写真 -2.1.4）。
　特に 25 年度は、各地域の大学との連携を強化することにより、共同研究の活性化や学生の就職支援等を
図るため、企画部とも連携・協力し、関係する大学の教官の参加を得て意見交換会を開催することができた。

写真 -2.1.1　土研新技術ショーケース（札幌）
展示・技術相談コーナーでつくばと寒地の研究チー
ム等が連携して新技術をPR

写真 -2.1.2　コンクリートテクノプラザ2013
コンクリート工学会の年次大会と同時開催の技術展
示会で新技術をPR
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２（１）②　研究支援体制の強化

開催日 相手方 概要

平成25年10月 16日 北海道開発局
・開発技術に関する意見交換：2技術
・参加者　北海道開発局：21名

平成25年 11月 21日
東北地方整備局

大学

・開発技術に関する意見交換：8技術
・研究開発等に関する意見交換
・参加者　東北地方整備局：20名、大学教官：9名

平成25年12月 10日
中部地方整備局

大学

・開発技術に関する意見交換：7技術
・研究開発等に関する意見交換
・参加者　中部地方整備局：31名、大学教官：9名

平成26年1月22日
沖縄総合事務局
沖縄県
大学

・開発技術に関する意見交換：10技術
・研究開発等に関する意見交換
・参加者　沖縄総合事務局：17名、沖縄県：16名、
　　　　　大学教官：6名

表 -2.1.3　つくば・寒地土木研究所合同での意見交換会の開催状況

　また、技術推進本部と寒地技術推進室の連携・調整会議では、昨年度に行ったブレーンストーミングの結
果を踏まえ、新たな普及促進方策として提案された 11 個のアイデアについて具体的な実現可能性の検討を
行い、その結果、沖縄で初めて土研新技術ショーケースを開催するとともに、未活用特許等の新たな活用制
度について検討を進めているところである。
　地方整備局等に対しては、従来、技術の指導・助言を行っており、特に災害等が発生した際には、防災業
務計画に従い土木研究所緊急災害対策派遣隊（土
研TEC-FORCE）を派遣するなど、迅速に行って
きたところであるが、災害時の初動対応の重要性
の認識が高まる中、より迅速な対応をすることで
より効果的な指導・助言ができる可能性がある。
そこで、平成 25 年 12 月「独立行政法人土木研究
所緊急災害対策派遣隊の派遣に関する協定」を全
ての地方整備局長等と締結した。これにより整備
局長等が土研 TEC-FORCE の派遣を要請できる
こととなり、従来以上に迅速な派遣が期待できる。

写真 -2.1.3　�中部地方整備局・大学との意見交換会
（中部地方整備局・名古屋工業大学等）

写真 -2.1.4　�沖縄総合事務局・沖縄県・大学との
意見交換会 (沖縄総合事務局・沖縄県・
琉球大学 )

写真 -2.1.5　�独立行政法人土木研究所緊急災害対策派遣隊
の派遣に関する協定
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２（２）①　情報化・電子化の推進等

5．外部の専門家の活用
　研究開発にあたり、他分野にわたる研究等または高度な専門的知識を要する研究等について、招へい研究
員招へい規程等を設けて、専門知識を有する経験豊富な専門家を招へいし、高度な研究活動の効率的推進を
図っている。25 年度に招へいした内容の例を表－ 2.2.4 に示す。

6．内部統制の充実・強化
6.1　内部統制の体制および運用状況
　理事長をトップとする経営会議および幹部会（定期的）を開催し、理事長と幹部の意見交換および情報の
共有化を行い、決定した方針について、幹部が各部署でミーティングを実施し、速やかに全職員に周知をし
ている。

研究課題 備考

盛土施工の効率化と品質管理向上技術に関する研究 建設会社

低改良率地盤改良に関する研究 民間コンサルタント

ADPを用いた魚道周辺の河床周辺流況計測技術の開発 工業高等専門学校　教授

実験河川を用いた河川環境の理解向上のための情報発信手法に関する研究 大学　准教授

鋼橋上部構造の設計の合理化に関する研究 大学　准教授

集中豪雨等による洪水発生形態の変化が河床抵抗及び治水安全度にもたら
す影響と対策に関する研究

海外の研究機関　総括主任研究員

アウトソーシング内容
委託金額
（千円）

研究施設保守点検 64,279

庁舎等施設保守点検 100,081

車輌管理 10,744

OAサーバ運用支援 27,029

守衛業務 20,434

清掃業務 20,863

表 -2.2.4　25年度招へい研究員の招へい事例

表 -2.2.3　研究支援部門におけるアウトソーシングの例

アウトソーシング内容
委託金額
（千円）

鋼部材の耐震実験供試体等製作 7,350

地すべり斜面の破砕・変形状態に関する調査業務 4,725

暴露試験片の切断加工及び物性試験業務 893

魚道堆積物サンプリング業務 2,142

トンネル変状記録の整理作業 3,045

大型平面水槽地形床改造 4,252

路面すべり抵抗モニタリング作業 11,092

石礫処理前後の畑における土壌採取等作業 2,888

表 -2.2.2　研究部門におけるアウトソーシングの例
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２（２）②　一般管理費及び業務経費の抑制

■年度計画における目標設定の考え方
　運営費交付金（所要額計上経費および特殊要因を除く）を充当して行う業務について、一般管理費につい
ては、業務運営の効率化に係る額を前年度予算を基準として 3％相当を削減し、業務経費については、業務
運営の効率化に係る額を前年度予算を基準として 1％相当を削減し、経費の節減を図ることとした。

■ 25 年度における取組み
1．一般管理費および業務経費の抑制

1.1　一般管理費
　運営費交付金（所要額計上経費および特殊要因を除く。）を充当して行う一般管理費について、業務運営
の効率化に係る前年度予算を基準として 3％相当の経費を削減し、年度計画の目標を達成した。
　そのため、以下の取り組みを実施するとともに、予算執行管理の更なる厳格化を図った。
　・ファイルおよびコピー用紙の再利用、両面コピーの推進
　・イントラネット活用によるペーパーレス化の推進
　・リサイクルトナーの利用
　・メール便の活用
　・実験施設等における最大使用電力量抑制を目的とした電力使用時期の調整
　・夏季および冬季における執務室の適正な温度管理の徹底、クールビズ、ウォームビズの励行
　・廊下および玄関等の半灯や執務室の昼休みの消灯の励行
　・古雑誌、古新聞および段ボール屑等資源ゴミとしての売払い
　・携帯電話の料金体系の最適化
　・つくば 5機関（国土技術政策総合研究所、国土地理院、気象研究所、建築研究所）による共同調達
　・庁舎内照明の LED化
　・ひかり電話の活用

1.2　業務経費
　運営費交付金（所要額計上経費および特殊要因を除く。）を充当して行う業務経費について、業務運営の
効率化に係る額を、前年度予算を基準として 1％相当の経費を削減し、目標を達成した。
　業務運営の効率化のための主な取り組みとして、特殊な技術や専門的知識を必要とする業務については、
前年度同様、極力外部委託方式ではなく専門研究員を雇用して実施した。

※単位未満を四捨五入しているため合計が合わない場合がある。

23年度予算額 24年度目標額

一般管理費 144,790 140,447 △ 3％

業務経費 3,858,414 3,819,829 △ 1％

表 -2.2.5　運営費交付金の削減計数
（単位：千円）
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２（２）②　一般管理費及び業務経費の抑制

2．随意契約の見直し
2.1　契約状況の比較

2.2　随意契約の適正化に対する具体的な措置等について
　平成 19 年 12 月 24 日に閣議決定された「独立行政法人整理合理化計画」を踏まえ、土木研究所においては、
「随意契約見直し計画」を策定・公表した。(http://www.pwri.go.jp/jpn/choutatsu/pdf/zuii-plan.pdf）
　また、平成 21 年 11 月 17 日に閣議決定された「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」を踏まえ、
12 月 14 日に監事および外部有識者によって構成された「契約監視委員会」を設置し、毎年度、同委員会を
開催している。25 年度は、平成 26 年 3 月 13 日に開催して随意契約等の点検および見直しを行うとともに、
当該審議概要を公表した（http://www.pwri.go.jp/jpn/choutatsu/tekiseika.html）。同委員会において「全件
について妥当である」との評価を受けた。今後も契約における競争性および透明性を一層高めるとともに経
費の節減を図るものである。

2.2.1　規程類の適正化
　契約における競争性・透明性を確保するため、「独立行政法人土木研究所契約事務取扱細則」において、
随意契約によることができる限度額等を国に準拠して定めている。
　また、この細則により、理事長等を委員長とする入札・契約手続審査委員会等を開催し、個々の契約案件
について、発注仕様書および応募要件等の審査を行い、契約手続きの更なる適正化を図っている。
　なお、契約の流れは図 -2.2.3 に示すとおりである。

注１）20 年度は、随意契約等の点検・見直し対象年度
注２）「平均落札率」は、1件あたりの平均落札率。
注３）単価契約を含む。
注４）企画競争・公募は、独立行政法人通則法第 40 条の規定により国土交通大臣が選任した会計監査人と�

の契約を含む。

契約件数
（件）

契　約　額
（千円）

平均落札率
（％）

随契の割合
（件数ベース）

競争入札

20年度 535 3,544,208 83.7

24年度 471 2,796,988 75.5

25年度 479 3,208,843 78.4

企画競争・公募

20年度 14 86,909 96.7

24年度 1 5,599 100.0

25年度 1 5,500 100.0

随意契約

20年度 30 149,439 99.6 5.2％

24年度 24 86,014 99.7 4.8％

25年度 24 87,014 99.0 4.8％

合　　計

20年度 579 3,780,556 －

24年度 496 2,888,601 －

25年度 504 3,301,357 －

表 -2.2.6　契約状況の比較表










